
（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

資産の部

　 Ⅰ 流動資産

現金及び預金 207,766,166

たな卸資産 729,305

前渡金 3,446,687

前払費用 1,074,000

未収収益 2,973,164

未収金 119,250,631

流動資産合計 335,239,953

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

 建物　　　 2,985,973,833

　　　 減価償却累計額 1,078,721,090 1,907,252,743

 構築物 736,855,262

　　　 減価償却累計額 315,691,401 421,163,861

 機械装置 530,217,628

　　　 減価償却累計額 274,277,290 255,940,338

 車両運搬具 35,590,885

　　　 減価償却累計額 33,460,383 2,130,502

 工具器具備品 965,536,901

　　　 減価償却累計額 835,729,808 129,807,093

 土地 10,161,500,000

 有形固定資産合計 12,877,794,537

２ 無形固定資産

 特許権 33,967,119

 意匠権 217,640

 ソフトウェア 12,759,409

 電話加入権 793,800

 工業所有権仮勘定 30,588,636

 無形固定資産合計 78,326,604

３ 投資その他の資産

 投資有価証券 300,000,000

 関係会社株式 358,352,142

 長期前払費用 1,233,727

 預託金 880,112,980

 その他の資産 2,000

 投資その他の資産合計 1,539,700,849

固定資産合計 14,495,821,990

資産合計 14,831,061,943

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２５年３月３１日現在）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２５年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 108,140,725

未払金 165,398,686

未払費用 2,317,326

未払法人税等 3,271,333

未払消費税等 1,363,500

リース債務 2,457,000

前受金 8,705,080

預り金 7,244,904

流動負債合計 298,898,554

Ⅱ 固定負債

リース債務 6,142,500

資産見返負債

資産見返運営費交付金 267,450,025

工業所有権仮勘定見返運営費交付金 30,588,636 298,038,661

固定負債合計 304,181,161

負債合計 603,079,715

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 15,129,448,840

地方公共団体出資金 2,900,000

その他出資金 166,350,000

資本金合計 15,298,698,840

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 985,878,025

損益外減価償却累計額（－） -2,114,601,623

損益外減損損失累計額（－） -718,200

資本剰余金合計 -1,129,441,798

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 23,757,304

積立金 16,283,188

当期未処分利益 18,684,694

（うち当期総利益 18,684,694 )

利益剰余金合計 58,725,186

純資産合計 14,227,982,228

負債純資産合計 14,831,061,943



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
経常費用

研究業務費
給与、賞与及び諸手当 403,946,718
法定福利費・福利厚生費 74,139,361
その他人件費 161,659,676
外部委託費 63,529,295
研究材料消耗品費 118,852,408
支払リース料・賃借料 6,113,596
減価償却費 80,786,030
試作機器費 248,741,921
保守・修繕費 47,123,523
旅費交通費 63,249,111
水道光熱費 27,991,208
図書印刷費 13,931,464
雑費 19,220,499 1,329,284,810

検査鑑定業務費
給与、賞与及び諸手当 81,586,326
法定福利費・福利厚生費 12,034,961
退職金 34,341,288
その他人件費 4,117,678
外部委託費 71,830
研究材料消耗品費 30,155
支払リース料・賃借料 275,625
保守・修繕費 2,330,626
旅費交通費 2,388,902
水道光熱費 1,486,098
図書印刷費 275,465
雑費 538,944 139,477,898

一般管理費
役員報酬 21,051,556
給与、賞与及び諸手当 79,062,045
法定福利費・福利厚生費 15,224,967
その他人件費 5,146,718
外部委託費 963,746
消耗品費 1,047,630
支払リース料・賃借料 1,260
減価償却費 929,820
保守・修繕費 5,386,283
旅費交通費 1,027,428
水道光熱費 2,412,265
図書印刷費 472,649
租税公課 49,263,991
雑費 7,975,755 189,966,113

経常費用合計 1,658,728,821

経常収益
運営費交付金収益 1,468,284,836
事業収益 59,305,623
受託収入

政府等受託収入 29,408,271
その他受託収入 12,072,562 41,480,833

資産見返負債戻入 72,120,641
財務収益

受取利息 15,401,526
有価証券利息 3,516,402 18,917,928

雑益 12,816,318
経常収益合計 1,672,926,179

経常利益 14,197,358

損　益　計　算　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

臨時損失
固定資産除却損 8,529,210
臨時損失合計 8,529,210

臨時利益
資産見返負債戻入 8,389,560
臨時利益合計 8,389,560

税引前当期純利益 14,057,708
法人税、住民税及び事業税 3,271,333

当期純利益 10,786,375
前中期目標期間繰越積立金取崩額 7,898,319
当期総利益 18,684,694



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 -627,127,524
人件費支出 -961,214,926
その他の業務支出 -70,410,149
運営費交付金収入 1,590,653,000
受託収入 35,348,374
手数料収入 47,294,575
その他の事業収入 30,188,716

小計 44,732,066
利息の受取額 18,896,432
法人税等の支払額 -3,757,311

業務活動によるキャッシュ・フロー 59,871,187

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 -89,377,212
無形固定資産の取得による支出 -15,551,406
施設費による収入 37,331,859

投資活動によるキャッシュ・フロー -67,596,759

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務返済による支出 -819,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー -819,000

Ⅳ 資金減少額 -8,544,572

Ⅴ 資金期首残高 216,310,738

Ⅵ 資金期末残高 207,766,166

キャッシュ・フロー計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日)



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 18,684,694

当期総利益 18,684,694

Ⅱ　利益処分額

積立金 18,684,694 18,684,694

利益の処分に関する書類



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用
研究業務費 1,329,284,810
検査鑑定業務費 139,477,898
一般管理費 189,966,113
臨時損失 8,529,210
法人税、住民税及び事業税 3,271,333 1,670,529,364

（２）（控除）自己収入等
事業収益 -59,305,623
受託収入 -41,480,833
財務収益 -18,917,928
雑益 -12,816,318 -132,520,702

業務費用合計 1,538,008,662

Ⅱ　損益外減価償却相当額 174,091,513

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 4,825,293

Ⅳ　引当外賞与見積額 -1,573,964

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 32,373,376

Ⅵ　機会費用

79,549,816

Ⅶ　（控除）法人税等及び国庫納付額 -3,271,333

Ⅷ　行政サービス実施コスト 1,824,003,363

行政サービス実施コスト計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

政府出資又は地方公共団体出資等の
機会費用



（農業機械化促進業務勘定）

　重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準
　費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～４２年
構築物 ２～４４年
機械装置 ２～２２年
車両運搬具 ２～７年
工具器具備品 ２～１５年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

特許権等 ２～８年

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

５．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 満期保有目的の債券

　 原価法を採用しております。
(2) 関係会社株式

　 移動平均法による原価法(持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法
消耗品及びその他の貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２５年３月末利回りを参考に0.560%で計算しております。

８．リース取引の処理方法

９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

　 リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会
計処理を行っております。

　農業機械化促進業務においては費用進行基準を採用しておりますが、これは業務達成基準及び期間進
行基準を採用することが、研究開発予算の費消割合が必ずしも研究成果に比例しないことから困難であり、
費用進行基準を採用する必要があるためです。

　  また、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（４年） に基づいております。

　 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお
りません。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計
額として資本剰余金から控除して表示しております。

　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、事業年度末に在職する役職員
について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職
者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

　 賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。
　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する職員につい
て、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

　 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理を行っております。



（農業機械化促進業務勘定）

注記事項

１．貸借対照表

（１）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 円

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 円

２．キャッシュ・フロー計算書

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　現金及び預金 円

（２）重要な非資金取引

　　　ファイナンス・リースによる資産の取得

　　　機械装置 円

３．金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

（※１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（※２）百万円未満は切り捨てて記載しております。

　資金運用については、基本財源として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源として
おり、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき運用を行っております。

差額

（単位：百万円）

9,828,000

43,777,856

763,652,579

207,766,166

貸借対照表計上額 時価

期末日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注
２）参照）。

　　　　満期保有目的の債券 300 269 -30

（１）現金及び預金

（２）投資有価証券

207 207 －

（３）預託金

　　　　財政融資資金預託金 880 961 81

(165) (165) (－)（４）未払金



（農業機械化促進業務勘定）

　　　　　（注１）金融商品の時価の算定方法等に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（４）未払金

（２）投資有価証券

（３）預託金（財政融資資金預託金）

（注２）

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と同様とみなし、当該帳簿価額によって
おります。

　これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

②財政融資資金預託金を除くその他の預託金については、将来キャッシュ・フローを見積もるこ
となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）預託金」には含め
ておりません。

　これらの時価については、元利金の合計額を当該預託金の満期までの期間及び信用リスク
を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

①関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。



（農業機械化促進業務勘定）

１．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外
建物 12,950,977 987,000 0 13,937,977 3,631,972 954,094 0 0 0 10,306,005
構築物 37,831,153 1,053,150 0 38,884,303 10,656,792 3,004,123 0 0 0 28,227,511
機械装置 213,338,716 27,159,638 1,396,500 239,101,854 122,968,344 29,576,650 0 0 0 116,133,510
車両運搬具 23,414,595 0 0 23,414,595 22,065,514 1,349,895 0 0 0 1,349,081
工具器具備品 349,003,052 42,602,997 6,700,050 384,905,999 279,312,071 35,846,530 0 0 0 105,593,928

計 636,538,493 71,802,785 8,096,550 700,244,728 438,634,693 70,731,292 0 0 0 261,610,035
建物 2,972,035,856 0 0 2,972,035,856 1,075,089,118 115,144,847 0 0 0 1,896,946,738
構築物 695,331,259 2,639,700 0 697,970,959 305,034,609 29,809,516 0 0 0 392,936,350
機械装置 209,326,148 92,747,562 10,957,936 291,115,774 151,308,946 10,864,680 0 0 0 139,806,828
車両運搬具 12,176,290 0 0 12,176,290 11,394,869 578,246 0 0 0 781,421
工具器具備品 595,160,285 11,395,137 25,924,520 580,630,902 556,417,737 15,870,307 0 0 0 24,213,165

計 4,484,029,838 106,782,399 36,882,456 4,553,929,781 2,099,245,279 172,267,596 0 0 0 2,454,684,502
土地 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000

計 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000
建物 2,984,986,833 987,000 0 2,985,973,833 1,078,721,090 116,098,941 0 0 0 1,907,252,743
構築物 733,162,412 3,692,850 0 736,855,262 315,691,401 32,813,639 0 0 0 421,163,861
機械装置 422,664,864 119,907,200 12,354,436 530,217,628 274,277,290 40,441,330 0 0 0 255,940,338
車両運搬具 35,590,885 0 0 35,590,885 33,460,383 1,928,141 0 0 0 2,130,502
工具器具備品 944,163,337 53,998,134 32,624,570 965,536,901 835,729,808 51,716,837 0 0 0 129,807,093
土地 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000

計 15,282,068,331 178,585,184 44,979,006 15,415,674,509 2,537,879,972 242,998,888 0 0 0 12,877,794,537
特許権 54,473,979 10,758,100 14,762,444 50,469,635 19,217,736 6,626,040 0 0 0 31,251,899
意匠権 421,026 0 0 421,026 203,386 39,208 0 0 0 217,640
ソフトウェア 31,727,352 4,385,745 0 36,113,097 23,353,688 4,319,310 0 0 0 12,759,409

計 86,622,357 15,143,845 14,762,444 87,003,758 42,774,810 10,984,558 0 0 0 44,228,948
特許権 20,333,375 676,630 10,328,378 10,681,627 7,966,407 1,823,917 0 0 0 2,715,220
ソフトウェア 4,618,950 0 0 4,618,950 4,618,950 0 0 0 0 0
水道施設利用権 2,770,987 0 0 2,770,987 2,770,987 0 0 0 0 0

計 27,723,312 676,630 10,328,378 18,071,564 15,356,344 1,823,917 0 0 0 2,715,220
電話加入権 1,512,000 0 0 1,512,000 － － 718,200 0 0 793,800
工業所有権仮勘定 32,985,747 12,187,251 14,584,362 30,588,636 － － 0 0 0 30,588,636

計 34,497,747 12,187,251 14,584,362 32,100,636 － － 718,200 0 0 31,382,436
特許権 74,807,354 11,434,730 25,090,822 61,151,262 27,184,143 8,449,957 0 0 0 33,967,119
意匠権 421,026 0 0 421,026 203,386 39,208 0 0 0 217,640
ソフトウェア 36,346,302 4,385,745 0 40,732,047 27,972,638 4,319,310 0 0 0 12,759,409
水道施設利用権 2,770,987 0 0 2,770,987 2,770,987 0 0 0 0 0
電話加入権 1,512,000 0 0 1,512,000 － － 718,200 0 0 793,800
工業所有権仮勘定 32,985,747 12,187,251 14,584,362 30,588,636 － － 0 0 0 30,588,636

計 148,843,416 28,007,726 39,675,184 137,175,958 58,131,154 12,808,475 718,200 0 0 78,326,604
投資有価証券 300,000,000 0 0 300,000,000 － － － － － 300,000,000
関係会社株式 358,352,142 0 0 358,352,142 － － － － － 358,352,142
長期前払費用 25,418 1,229,485 21,176 1,233,727 － － － － － 1,233,727
預託金 880,112,980 0 0 880,112,980 － － － － － 880,112,980
その他の資産 2,000 0 0 2,000 － － － － － 2,000

計 1,538,492,540 1,229,485 21,176 1,539,700,849 － － － － － 1,539,700,849

当期増加額 当期減少額 摘要期末残高
減価償却累計額

差引当期末残高資産の種類

有形固定資産
（償却費損益
外）

有形固定資産
（償却費損益
内）

減損損失累計額
期首残高

非償却資産

無形固定資産
合計

投資その他の
資産

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
（償却費損益
内）

無形固定資産
（償却費損益
外）
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２．たな卸資産の明細
（単位：円）

消耗品

その他の貯蔵品

３．有価証券の明細

（１）投資その他の資産として計上された有価証券
（単位：円）

満　期　保　有

目　的　債　券

第５回国際金融公社円貨債券

第２４回国際復興開発銀行円貨債券

関　係　会　社

株　式

新農業機械実用化促進株式会社

４．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

（単位：円）

0

期末残高

資本剰余金

　　施設費

期首残高

資本金

摘　　　　　　　要

当期増加額は、施設整備費補助金による構築物・機械
装置・工具器具備品の取得。

取崩しによる減少

-1,985,181,058

-1,057,307,391

当期費用に含まれた

評    価    差    額

-296,800,574

985,878,025

1,268,523,339

0

2,900,000

0

0

当期増加額は、機械装置・工具器具備品・特許権・工業
所有権仮勘定の除却。

-116,087,155

16,283,188 40,040,492計

　　その他

0

166,350,000

-43,952,748

-48,778,041

-718,200

31,655,623

計 15,298,698,8400

3,314,180

0

0

0

166,350,000

0

300,000,000 0

-174,091,513-1,984,462,858

0

-43,952,748

当期積立額

0

0

-718,200

資本剰余金

前中期目標期間繰越積立金

通則法４４条１項積立金

15,129,448,840

2,900,000

当期増加額

0

-2,115,319,823

-1,129,441,798

-2,114,601,623

当期減少額

16,283,188

当期減少額 摘　　      要

当期増加額

0

５．積立金の明細

区　　　　　分 期末残高

7,898,319

-174,091,513

当期減少額は、機械装置・工具器具備品・特許権の除
却。

658,352,142

0358,352,142

当期費用に含まれた

摘　　　要

貸 借 対 照 表

100,000,000

200,000,000

摘　　　要

貸 借 対 照 表

計 　  上　   額

摘要期末残高

709,365

19,94021,140

3,127,427 729,305

0

0

0

当期減少額

その他払出・振替

501,472

30,880

3,106,287

種類

計

当期増加額

その他
期首残高

10,200

3,324,380

当期購入・製造・振替

0

0

0532,352

期首残高

300,000,000

399,843,634

貸借対照表
計上額合計

358,352,142

種　類　及　び

銘　　　　　　柄

358,352,142

取　得　価　額

100,000,000

計

取　得　価　額

200,000,000

銘　　　　　　柄

300,000,000

純資産に持分割合
を乗じた価額

計   　上　   額

358,352,142

-43,952,748

損益外減損損失累計額

計

 差引計

計

0

計

損益外減価償却累計額

58,004,358

　　損益外除売却差額相当額

0

15,129,448,840

14,155,260

0

1,161,740,940 106,782,399

0

14,155,260

0

16,283,188

券　面　総　額
評    価    差    額

100,000,000

200,000,000

31,655,623

15,298,698,840

政府出資金

地方公共団体出資金

その他出資金

区　　　　　        分

23,757,304

0

927,873,667

-248,022,533

7,898,319

399,843,634
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７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

（２）　運営費交付金債務の当期振替額等の明細

①　平成２３年度交付分 （単位：円）

工業所有権仮勘定

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

内訳

108,140,725

70,361,967

37,778,758

0

1,541,703,608

資産見返運営費交付金

計

建設仮勘定見返運営費交付金

0

0

期間進行基準によ
る振替額

計

運営費交付金収益

0

0

会計基準第８１第３項による振替額

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

資産見返運営費交付金

業務達成基準によ
る振替額

0

計

61,388,391

費用進行基準によ
る振替額

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

0

0

0

0

4,883,859

16,528,716

0

0

合計

0

12,030,381 0

0

運営費交付金収益

金額

0

21,412,575

区分

合　　　計

運営費交付金収益

0

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

1,590,653,00059,191,333     

21,412,575

1,468,284,836

1,590,653,000

0

0 12,030,381

-

運営費交付金

計

前中期目標期間繰越積立金

7,898,319

7,898,319 前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費

0

21,412,575

1,520,291,0330

費  交  付  金 見返運営費交付金
小　　　計資本剰余金

0

期 末 残 高運営費交付金

収            益

建設仮勘定見返

当　　期　　振　　替　　額

資産見返運営

交付金当期

（単位：円）

目的積立金取崩額

1,463,400,977 44,859,675

4,883,859

摘要金額区分

期首残高交付年度

６．目的積立金の取崩しの明細

平成２３年度

平成２４年度

59,191,333     016,528,716

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：　4,883,859
　　　研究業務費：　4,883,859
　イ）固定資産の取得額：　16,528,716
　　　工具器具備品　16,528,716
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　　 （費用（4,883,859）+資産取得（16,528,716））×100％＝21,412,575

交   付   額

-
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②　平成２４年度交付分 （単位：円）

（３）　運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

内訳

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高は、人件費使用見込額及び節約による経費の減少である。
○運営費交付金債務残高の内訳
　　　事業費   7.849.661   人件費   29,929,097   合　 計   37,778,758
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高は、翌事業年度以降において収益化する予定であ
る。

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

残高の発生事由及び収益化等の計画

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高は、人件費使用見込額及び節約による経費の減少である。
○運営費交付金債務残高の内訳
　　　事業費   33.289.094   人件費   37,072,873   合　 計   70,361,967
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高は、事業費残については翌事業年度以降、人件費
残については翌々事業年度において収益化する予定である。

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

合計

1,520,291,033

0

0

0

費用進行基準によ
る振替額

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

運営費交付金債務残高

37,778,758

70,361,967

運営費交付金収益

金額

平成２４年度

70,361,967

費用進行基準を採用した業務に
係る分

計

業務達成基準を採用した業務に
係る分

期間進行基準を採用した業務に
係る分

費用進行基準を採用した業務に
係る分

計

期間進行基準を採用した業務に
係る分

資本剰余金

0

資本剰余金

資産見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

業務達成基準によ
る振替額

運営費交付金収益

期間進行基準によ
る振替額

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

計

0

計

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：　1,463,400,977
　　　研究業務費：　1,195,319,469　　検査鑑定費：　127,313,231　　一般管理費：　140,768,277
　イ）固定資産の取得額：　56,890,056
　　　建物：　987,000　　構築物：　1,053,150　　機械装置：　14,107,644
　　　工具器具備品：　26,074,281　　ｿﾌﾄｳｪｱ：　2,637,600　　工業所有権仮勘定：　12,030,381
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　　 （費用（1,463,400,977）+資産取得（56,890,056））×100％＝1,520,291,033

0

会計基準第８１第３項による振替額

資産見返運営費交付金

0

資産見返運営費交付金

12,030,381

44,859,675

建設仮勘定見返運営費交付金

0

0

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

0

0

0

0

0

運営費交付金収益

区分

建設仮勘定見返運営費交付金

0

1,520,291,033

1,463,400,977

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

計

0

0

0

37,778,758

交付年度

業務達成基準を採用した業務に
係る分

平成２３年度

0
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８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）施設費の明細

（単位：円）

９．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円，人）

（注）

　　１．役員に対する報酬等の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構役員給与規程に基づき支給しております。

　　　　職員に対する給与の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構職員給与規程に基づき支給しております。

　　　　契約職員に対する給与の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構契約職員規程に基づき支給しております。

　　２．役員について期末現在の人数と上表の支給人員数は異なっております。

　　３．支給人員は年間平均支給人員数を記載しております。

　　４．非常勤の役員及び職員について外数として（　　）で記載しております。

　　５．上記明細は「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」、「退職金」及び「その他人件費」により構成されており、中期計画に定める

　　　  予算上の人件費とは異なっております。

　　６．支給額の千円未満は切り捨てて計上しております。

-

(-)

1
(-)

1

(-)

0

支給人員

退　職　手　当

摘　　　　　　要　
見返施設費

左の会計処理内訳

施設費収益
区　　　　　分 当期交付額

106,782,399

建設仮勘定

106,782,399

平成２４年度施設整備費補助金 0 106,782,399

00 106,782,399　　合　　計

資本剰余金

合             計

支  給  額 

(-)

21,051

(169,437)

564,595

585,646
(-)

34,341

(-)

(82)

75

(82)
77

34,341

(-)

-

(-)

支給人員

役             員

区             分

職             員

(169,437)

2

支  給  額

報 酬 又 は 給 与
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１０．開示すべきセグメント情報
（単位：円）

研究事業 検査鑑定事業 計 勘定共通 合計

事業費用 1,329,284,810 139,477,898 1,468,762,708 189,966,113 1,658,728,821

内訳

　業務費 1,329,284,810 139,477,898 1,468,762,708 0 1,468,762,708

　一般管理費 0 0 0 189,966,113 189,966,113

事業収益 1,339,162,290 159,712,863 1,498,875,153 174,051,026 1,672,926,179

内訳

　運営費交付金収益 1,200,203,328 127,313,231 1,327,516,559 140,768,277 1,468,284,836

　事業収益 26,650,750 32,399,632 59,050,382 255,241 59,305,623

　受託収入 40,187,571 0 40,187,571 1,293,262 41,480,833

　資産見返負債戻入 72,120,641 0 72,120,641 0 72,120,641

　財務収益 0 0 0 18,917,928 18,917,928

　雑益 0 0 0 12,816,318 12,816,318

事業損益 9,877,480 20,234,965 30,112,445 △15,915,087 14,197,358

総資産 344,096,774 6,960 344,103,734 14,486,958,209 14,831,061,943

内訳

　流動資産 5,077,761 6,960 5,084,721 330,155,232 335,239,953

　固定資産 339,019,013 0 339,019,013 14,156,802,977 14,495,821,990

　　建物 10,306,005 0 10,306,005 1,896,946,738 1,907,252,743

　　機械及び装置 116,090,339 0 116,090,339 139,849,999 255,940,338

　　工具器具備品 105,581,928 0 105,581,928 24,225,165 129,807,093

　　その他 107,040,741 0 107,040,741 12,095,781,075 12,202,821,816

１．事業区分の方法　　　

２．各区分の事業内容

研究事業

検査鑑定事業

３．事業費用のうち、勘定共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。

４．総資産のうち、勘定共通の項目に含めた全社資産は、主に承継資産及び施設整備費補助金に係る資産であります。

（単位：円）

前中期目標期間繰
越積立金取崩額

損益外減価
償却相当額

損益外除売却
差額相当額

引当外賞与見積額
引当外退職給
付増加見積額

研究事業 7,810,226 0 0 -1,794,735 23,682,438

検査鑑定事業 0 0 0 578,462 -12,513,938

勘定共通 88,093 174,091,513 4,825,293 -357,691 21,204,876

計 7,898,319 174,091,513 4,825,293 -1,573,964 32,373,376

６．前中期目標期間繰越積立金取崩額は、損益計算書の経常収益に含まれないため、セグメント情報には加えておりません。

　　　事業区分は、農業機械の開発改良に関する試験研究及び高性能農業機械等の開発に関する試験研究及び農業機械の型式検
　　査、鑑定に関する事業と、それ以外の事業に区分しております。

　高生産性農業の実現等を図るため、農業機械の高性能化、安全性、耐久性の向上等に重点を
おいた基礎的・先導的な開発改良研究を行う。また、画期的な省力化、生産管理の高度化、資
源の有効活用等農業経営の革新を可能とする次世代農業機械・技術の開発をメーカー、独立行
政法人、公立試験研究機関、大学等の異分野を含めた国内の研究勢力を結集して、生産現場と
密接な連帯の下に実施を行う。

　優良な農業機械の普及に資するため、性能、構造、耐久性等を内容とする型式検査及び農業
機械を評価する安全鑑定、総合鑑定、任意鑑定、ＯＥＣＤテスト等を行う。

５．各区分における前中期目標期間繰越積立金を財源とする事業費用の内訳及び損益外減価償却相当額、損益外除売却差額相当
  額、引当外賞与見積額並びに引当外退職給付増加見積額の内訳は、以下のとおりであります。
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